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日本企業の
海外売上高比率

※日本貿易振興機構「ジェトロ世界貿易投資報告」2018 年版

2007Y

39.2%

平均41人

2017Y

財務・経理部の人数（売上高別）

主な業務

銀行関係管理 資金運用・調達 銀行口座管理

その他、決済、リスク管理、M&Aサポートなど

資金繰り予測

1兆円以上

5,000 億円以上

　　   1兆円未満 平均16人
1,000 億円以上

　　5,000 億円未満 平均12人

1,000 億円未満
平均 6人

※メキシコは北米に含んでいます。

アジア太平洋

7

西欧

5
東欧

3

中東
2

アフリカ
2

中南米
2

国内・海外両方 55%

地域別に進出している国数
（1社あたり平均）

主業務内容で
担当している範囲

4
北米※

日本企業は平均すると売上の6 割を
海外で稼いでいる。
海外を含めた流動性と為替リスクを
限られた人員で効率よく行わねばな
らない。
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主業務内容で
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4
北米※

多くの日本企業において、国内・海
外の区別なく管理を実施。
個社最適から全体最適へ視野が移
行している。

A Survey of Treasury and Risk Management System for Driving Globalization

3



82.2%

81.0%

41.1%

23.9%

9.2%

67.5%

58.3%

22.7%

19.0%

18.4%

10.4%

10.4%

7.4%

3.7%

経営資源の最適分配と収益性の向上

グローバル化をリードする人材の獲得・育成

グループガバナンスの見直し

経営理念・ビジョンの浸透

市場・顧客情報の迅速な収集と活用

海外M＆Aの加速

バリューチェーンの再構築

世界に通用する商品・サービスの開発

新興国市場でのビジネスチャンスの発掘

先進国市場でのシェア拡大

OJT重視

自己啓発重視

外部の試験・資格を重視

社内の試験・研修を重視

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100%

グローバル化において
CFOが対応すべき課題
（3項目選択）

財務部門における
人材教育の方法

0 20 40 60 80 100%10 30 50 70 90

人材 

91.4%
IT・情報化 

76.1%

$

企業価値最大化を達成する
投資マネジメントの徹底

会計や財務オペレーションの効率化

ファイナンス人材の確保・育成

事業管理に資する情報の提供

キャッシュマネジメントの高度化

内部統制の強化

資本市場とのリレーション強化

税務コストの最適化

M＆Aプロセスの洗練

外部リソースの活用

経営情報・その他 33.7% 設備資金 9.8% 技術 9.2%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100%

CFOにとっての
重要課題

（3 項目選択）

課題解決していく上で
必要な経営資源

76.7%

41.1%

39.3%

38.7%

30.1%

29.5%

20.9%

12.9%

8.0%

3.1%

多くの企業が OJTと自己啓発を重視と回答。体系だっ
た教育・研修体制が社内で整備されていないか、コスト
と時間をかけて外部研修を受講させるカルチャーが醸
成されていない企業が多いと思われる。

2016 年の調査で最大の課題と位置付けられていた
「グローバル化をリードする人材の獲得・育成 」を抜

き、「経営資源の最適分配と収益性の向上 」がトップ
に。財務業務を高度化させる仕組みづくりが急務と
なりつつあることがうかがえる。
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76.7%

41.1%
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30.1%

29.5%
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12.9%
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3.1%

重要な投資判断に初期の段階からCFO が関与し、 ROEを
はじめとして資金効率を高め、企業価値を最大化すること
が重視されてきている。
また、それを達成するためのファイナンス人材の確保・育
成が急務の課題となり始めている様子が見られる。

2016 年の調査と変わらず「人材 」と「IT・情報化 」が最上
位に。そのうち「 IT・情報 」は前回の 51 . 5％から76 . 1％
へと急激な伸びを見せた。財務業務を高度化させる仕組
みづくりにIT システムの存在は必須となりつつある。
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100%

不正リスク（内部）

不正リスク（外部）

為替リスク

信用リスク

オペレーションリスク

 システムリスク

災害リスク

価格変動リスク

風評リスク

流動性リスク

決済リスク

金利リスク

カウンターパーティリスク

ソブリンリスク

■かなり重要視している
■重要視している
■あまり重要視していない
■重要視していない

28.3% 57.2% 14.5%

22.8% 53.7% 21.4%

20.0% 43.5% 25.5%

17.9% 49.6% 29%

16.6% 58.5% 23.5%

15.2% 59.3% 24.1%

13.1% 55.8% 28.3%

13.1% 44.1% 35.9%

11.7% 47.6% 35.2%

9.0% 44.1% 40.7%

9.0% 42.7% 42.8%

8.3% 41.3% 41.4%

6.9% 40.6% 42.8%

4.8% 29.0% 48.3%

0.0%

2.1%

11.0%

3.5%

1.4%

1.4%

2.8%

6.9%

5.5%

6.2%

5.5%

9.0%

9.7%

17.9%

今後 1年に想定される
財務リスクの重要度

■定めている
■定めていない
■グループ会社は手元資金を持たない

34.6%

13.6% 21.9%

54.2%

9.3%

14.6%

59.8%

3.9%

22.7%

51.6%

13.6%

■定めている
■定めていない
■グループ会社は手元資金を持たない

■グループ会社が独自に調達
■本社が資金供給
■地域統括拠点が資金供給
■プーリングシステムで資金融通

■グループ会社が独自に調達
■本社が資金供給
■地域統括拠点が資金供給
■プーリングシステムで資金融通

16.9%

75.3%

7.8%

国 内 海 外

グループ会社が保有・管理する
手元資金の残高目標

グループ会社の資金調達の基本方針

国 内 海 外

近年になって内外ともに不正リスクへの警戒度が急激に高まり始めている。内部の不正リスクが特に懸念され
ているのは海外子会社の財務状況を把握しきれていないのも要因の一つであろう。
また、為替や市場リスクに対する重要度の高まりは、ここ数年の金融市場の大きな変動や、大方の予想を裏切
る政治イベントが相次ぐ状況などを反映したものだと考えられる。
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国 内 海 外

国内外ともに大多数の企業が「グループ会社が保有・管理する手元資金の残高目標を定めていない」としたものの、
「グループ会社の資金調達の基本方針は、本社が資金供給 」と回答した企業の割合が過半数を占めた。

2016 年の調査では「資金調達は現地任せ」が当たり前だった。しかし最近、その危険性に多くの企業が気づき、
是正を始めたことが分かってきた。
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キリバ・ジャパン株式会社
〒 107 - 6218　東京都港区赤坂 9 丁目 7 番 1 号 ミッドタウン・タワー 18 F

www.kyriba.jp ｜ https://www.facebook.com/KyribaJapan ｜ 03 - 4590 - 6618 ｜ info-jp@kyriba.com

トレジャリーマネジメントは

経営のトップアジェンダ

仕 組みづくりと人材育成の観点から

第一歩を始めましょう。

■ 調査の概要
主催：日本 CFO 協会
調査協力：キリバ・ジャパン株式会社
調査対象：日本 CFO 協会会員を主体
とした日本企業の財務幹部、担当者など
有効回答社数：242 社
調査期間：2019 年 5月14 日から
2019 年 5月31日

※事業のグローバル化に伴う財務・リスク管理体制の実態と課題 -2019 年 5月

■ 回答者のプロファイル
業種：
製造業　　  40 %
情報・サービス  18 %
商社・卸売業   11%
小売業  9 %
建設・不動産  5 %
その他　　  17 %

売上高：
1 兆円以上　　  20 %
5 千億円以上 1 兆円未満  13 %
1百億円以上 5 千億円未満  21%
1百億円以上 1千億円未満  25 %
1百億円未満　　  21%

従業員数：
5 千人以上　　  39 %
1千人以上 5 千人未満  26 %
5 百人以上 1千人未満  6 %
1百人以上 5 百人未満  19 %
1百人未満　　  10 %


